



Case C-172/13, European Commission v. UK（supported by Germany, Spain, 
Netherlands and Finland,ECLI:EU:C:2015:50.）
【出典】
Anne-Laure MOSBRUCKER, Europe, Avril 2015, Comm.150, p.23. :J.ARDOUIN et F. 
SISCARD, Revue de Droit fiscal, No.15, 9. Avril 2015, 263, p.67-77. :Tom O’SHEA, 
U.K.’s Group Relief Regime is Compatible with EU Law, Tax Notes 
International, November 23, 2015, p.699-702. :Melissa DANISH, What remains 
of the Marks & Spencer Exception for Final Losses ?, European Taxation, 
September 2015, p.417-422. :CFE ECJ Task Force, Opinion Statement ECJ –
TF 2/2015 on the decision of the European Court of Justice in European 
Commission v. UK (« Final Losses »)(Case C-172/13), concerning the « Marks 
& Spencer Exception », European Taxation, Feb/Mar 2016, p.87-93. :  Thomas 














































 2） Case C-446/03, Marks & Spencer v. Her Majesty’s Inspector of Taxes, [2005]






































































































































 4） マークス・アンド・スペンサー事件判決56段（C-446/03, para.56）では、
「deﬁnitive」という表現はない。
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　（　　）　53巻１号　（2018. ７）85
内法と会社の設立準拠法に関しては、長らくEU法上の調和（ハーモナイズ）
が存在していないからである。EUレベルでの経済活動が促進されれば、当
然にクロスボーダー（越境的）な課税上の問題や会社本店の移動が生じる。
「開業の自由」はこうした活動を保障する一方、直接税に関する課税権限は
EU構成国に留保されており、会社本店の移動に関する国内法ついても、越
境的合併やヨーロッパ会社に関するEU法を除けば、各国各様のままである。
　欧州統合もいまや「還暦」を迎えているが、手つかずの分野が残されて
いる。そうしたなか、Brexitによって英国が第三国化すれば、EUレベルの
経済活動のプレーヤーはあらたなスキームを構築するであろうし、それは
またルクセンブルグ20）に新たな争点を提供することにもなろう。
　
 以上
（　　）14  
居住会社のみを対象とする連結納税制度が EU法上の「開業の自由」に 
抵触しないとされた事例
20） 欧州司法裁判所はルクセンブルグに設置されている。
